
1 働き方改革実行計画の策定

「ニッポン一億総活躍プラン」（2016（平成
28）年6月2日閣議決定）においては、一億
総活躍社会の実現に向けた最大のチャレンジ
として「働き方改革」が位置付けられ、今後
の取組として、いわゆる36協定における時
間外労働規制の在り方について再検討するこ
と等とされている。これを受け、2016年9月、
新たに働き方改革担当大臣が任命されるとと
もに、総理を議長とし、関係閣僚や労働界と
産業界のトップ、有識者で構成される「働き

方改革実現会議」が開催されることとなっ
た。（第1-2-15図）
会議では、総理からの指示により、時間外
労働の上限規制の在り方など長時間労働の是
正、同一労働同一賃金の実現などによる非正
規雇用の処遇改善、テレワーク、副業・兼業
といった柔軟な働き方、女性・若者が活躍し
やすい環境整備、病気の治療、子育て・介護
と仕事の両立等について討議を行い、2017
（平成29）年3月に「働き方改革実行計画」
（以下「実行計画」という。）が取りまとめら
れた。（第1-2-16図）
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平成 年 月 日

内閣官房に

働き方改革実現推進室を設置

世の中から「非正規」という

言葉を一掃していく。そし

て、長時間労働を自慢する社

会を変えていく。

資料：内閣官房資料

写真：内閣広報室提供

月 日

第１回働き方改革実現会議を開催

大切なことは、スピードと実行。

もはや先送りは許されない。必ず

やり遂げるという強い意志をもっ

て取り組んでいく。

平成 年 月 日

第 回働き方改革実現会議で

働き方改革実行計画を決定。

働き方改革実行計画の決定は、

日本の働き方を変える改革にと

って、歴史的な一歩であると思

います。

資料：内閣官房資料
写真：内閣広報室提供

	第1-2-16図	 働き方改革実行計画（構成）

１．働く人の視点に立った働き方改革の意義

３．賃金引き上げと労働生産性向上

２．同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善

４．罰則付き時間外労働の上限規制の導入など長時間労働の是正

５．柔軟な働き方がしやすい環境整備

６．女性・若者の人材育成など活躍しやすい環境整備

７．病気の治療と仕事の両立

８．子育て・介護等と仕事の両立・障害者の就労

９．雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・再就職支援

１１．高齢者の就業促進

１０．誰にでもチャンスのある教育環境の整備

１３．１０年先の未来を見据えたロードマップ

１２．外国人材の受入れ

資料：内閣官房資料
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2 働き方改革の基本的考え方

働き方改革は、働く人の視点に立って、労
働制度の抜本改革を行い、企業文化や風土を
変えようとするものであり、改革の目指すと
ころは、働く方一人ひとりが、より良い将来
の展望を持ち得るようにすることである。雇
用情勢が好転している今こそ、政労使が3本
の矢となって一体となって取り組んでいくこ

とが必要であり、働き方改革によって、人々
が人生を豊かに生きていく、中間層が厚みを
増し、消費を押し上げ、より多くの方が心豊
かな家庭を持てるようになることを目指す。
（第1-2-17図）
ここでは、同一労働同一賃金など非正規雇
用の処遇改善、罰則付き時間外労働の上限規
制の導入など長時間労働の是正を中心に、実
行計画における取組等を紹介していく。

	第1-2-17図	 働く人の視点に立った働き方改革の意義（基本的考え方）
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第１－２－18 図 働く人の視点に立った働き方改革の意義（基本的考え方）

資料：内閣官房資料
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3 同一労働同一賃金など 
非正規雇用の処遇改善

我が国の非正規雇用労働者は、現在、全雇
用者の4割を占めている。不本意ながら非正規
の職に就いている人の割合はここ数年低下し
ているが、特に女性では結婚、子育てなども
あって、30代半ば以降自ら非正規雇用を選択
している人が多い。非正規雇用で働く人の待
遇を改善し、女性や若者などの多様な働き方
の選択を広げていく必要がある。これは、非
正規雇用の割合が高いシングルマザーや単身
女性の貧困問題の解決のためにも重要である。
同一労働同一賃金の導入は、非正規雇用で
働く人が仕事ぶりや能力が適正に評価され、
意欲をもって働けるよう、同一企業・団体に
おけるいわゆる正規雇用労働者（無期雇用フ
ルタイム労働者）と非正規雇用労働者（有期

雇用労働者、パートタイム労働者、派遣労働
者）の間の不合理な待遇差の解消を目指すも
のである。
正規か非正規かという雇用形態に関わら
ず、基本給、昇給、ボーナス、各種手当と
いった賃金にとどまらない教育訓練や福利厚
生も含めた均等・均衡待遇を確保し、同一労
働同一賃金を実現するため、政府は同一労働
同一賃金のガイドライン案を策定した。今
後、ガイドライン案の実効性を担保するた
め、裁判（司法判断）で救済を受けることが
できるよう、その根拠を整備する法改正を行
うこととしている。具体的には、労働者が司
法判断を求める際の根拠となる規定の整備、
労働者に対する待遇に関する説明の義務化、
行政による裁判外紛争解決手続の整備、派遣
労働者に関する法整備に関する法改正を図る
こととしている。（第1-2-18図）

	第1-2-18図	 同一労働同一賃金の実効性を確保する法制度とガイドラインの整備
17/5/22 11 時 25 分 
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第１－２－19 図 同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善

• 不本意非正規の割合（ 年平均）： 万人（非正規雇用労働者のうち現職

の雇用形態についた主な理由に関する質問に対して回答した者の ％）
男女計 歳 ％、 歳 ％、

歳 ％、 歳 ％
女性 歳 ％、 歳 ％、

歳 ％、 歳 ％

 パートタイム労働者とフルタイム労働者間に
欧州諸国と比して大きな賃金格差。

 歳以上の女性は、結婚や子育てを理由に、
自ら非正規雇用を選択する率が高い傾向。

（資料出所） 独立行政法人 労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較 」
日本：厚生労働省（ ）「平成 年賃金構造基本統計調査」
イギリス：
イギリスを除く欧州： Database”Structure of earnings survey 2010”2015年 月現在

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」
（平成 年平均） 第Ⅱ 表

 我が国の全雇用者の約４割は非正規雇用。う
ち約半数がパート。
• 非正規雇用労働者（ 年）： 万人（全雇用者の ）

（内訳）
パート： 、アルバイト： 、契約社員： など

• 非正規雇用労働者の割合（ 年、男女別・年齢別）
男性 歳 ％、 歳 ％、

歳 、 歳
女性 歳 ％、 歳 ％、

歳 ％、 歳
（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表
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資料：内閣官房資料
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4 罰則付き時間外労働の上限規制
の導入など長時間労働の是正

実行計画では、時間外労働の上限規制の導
入について、基本的考え方として「仕事と子
育てや介護を無理なく両立させるためには、
長時間労働を是正しなければならない。働く
ひとの健康の確保を図ることを大前提に、そ
れに加え、マンアワー当たりの生産性を上げ
つつ、ワーク・ライフ・バランスを改善し、
女性や高齢者が働きやすい社会に変えてい
く。」としたうえで、日本労働組合総連合会
（連合）と日本経済団体連合会（経団連）に
よる労使合意を踏まえて、法改正の方向性を
明記した。
今回の法改正は、現行の厚生労働大臣告示
を法律に格上げし、罰則による強制力を持た
せるとともに、従来、上限無く時間外労働が
可能となっていた臨時的な特別の事情がある
場合として労使が合意した場合であっても、
上回ることのできない上限を設定するものと
されている。
具体的には、時間外労働の限度を、原則と
して、月45時間、かつ、年360時間とする。
特例として、臨時的な特別の事情がある場合
として、労使が合意して協定を結ぶ場合にお
いても、上回ることができない時間外労働時
間を年720時間とする。かつ、一時的に事務
量が増加する場合について、最低限、上回る
ことのできない上限として、①2か月、3か
月、4か月、5か月、6か月の平均で、いずれ

においても、休日労働を含んで80時間以内、
②単月では、休日労働を含んで100時間未満
とし、③原則を上回る特例の適用は、年6回
を上限とすることが定められた。（第1-2-19
図）
また、連合と経団連の労使が上限値までの
協定締結を回避する努力が求められる点で合
意したことに鑑み、さらに可能な限り労働時
間の延長を短くするため、新たに労働基準法
に指針を定める規定を設け、行政官庁が必要
な助言・指導を行うことや、勤務間インター
バル制度について、労働時間等設定改善法を
改正して努力義務を課し、普及促進のため労
使関係者を含む検討会を立ち上げること等が
示された。
実行計画では、上記に挙げた内容のほかに
も、「柔軟な働き方がしやすい環境整備」、
「女性・若者の人材育成など活躍しやすい環
境整備」、「子育て・介護等と仕事の両立、障
害者の就労」、「雇用吸収力、付加価値の高い
産業への転職・再就職支援」、「誰にでもチャ
ンスのある教育環境の整備」等の項目につい
て、基本的な考え方と進め方がまとめられ
た。（第1-2-20図、第1-2-21図、第1-2-22
図、第1-2-23図）
働き方改革の実現に向けて、具体的にどの
ような施策をいつ実行するのかを2017（平
成29）年度から2026（平成38）年度の10年
間を年次としてロードマップに示し、ニッポ
ン一億総活躍プランその他の政府計画と連携
して取り組んでいくこととしている。
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